
 

（「事業者概要」記入上の留意事項） 

 

 
 

（１）「事業者名」「代表者名」 

• 貴団体の名称、法人の種類（法人の場合）及び代表者名を記入してくだ

さい。 

 
（２）「担当者」 

•事業担当者の氏名、電話番号、ＦＡＸ番号、Ｅ－ｍａｉｌアドレスを記

入してください。 

 

（３）「住所」「代表電話番号」 

• 貴団体の住所、代表電話番号を記入して下さい。 

 
 

（４）「団体設立年月日及び任意団体設立の設立年月日」 

• 貴団体の設立年月日を記入してください。 

• 法人の場合は、法人を設立する前に、前身団体に任意団体としての活動

実績がある法人は、法人設立年月日とあわせて、任意団体の設立年月日

を〔 〕に記入して下さい。 

 
（５）「会員数等」※該当する場合 

• 貴団体の会員数、加盟団体数等について記入してください。 

 
 

（６）「事業内容」 

• 貴団体の実施している事業の概要について簡潔に記入してください。 

 
 

（７）「活動内容・実績」 

• 貴団体が取り組んでいる子ども食堂等の活動について、直近５年間まで

の活動内容や実績を具体的に記入してください。 



「事業計画」記入上の留意事項） 

（１） ①「事業名」については、団体の取組内容に沿った具体的な事

業名を記入してください。 

 
（２） ②「事業実施目的」については、実施する事業の目的を具体的

かつ簡潔に記入してください。 

また、「助成金の申請理由」については、既存の支援事業では

対応ができていない範囲など、本助成金を申請して事業実施を希

望する理由を簡潔に記入してください。 

 
（３） ③ 申請協議額は、様式１の「１ 計画所要額」及び様式５

の「補助金所要額」と同額となっているか確認の上で記入して

ください。 

 
（４） ④「事業内容」については、実施する事業の具体的な計画や方

法等を詳細に記入してください。また、その他、子ども食堂等の

実施か所数、実施回数、主な支援対象者（年齢・学年層や世帯類

型など）、開催予定日時、開催予定場所、感染防止対策、支援対

象者数の見込み、食事等の提供予定数や提供内容などについて記

入してください。また、4月以降に食支援活動を継続される場合

には活動概要をご記入下さい。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
所 要 額 調 

 

記入例①）総事業費150万円で無償の食品配布を行い、全額が対象経費となる場合の記入例。 

 
区 分 

 

総 事 業 費 
 

 
 

Ａ 

 

寄 付 金 その他

の収入額 

 

Ｂ 

 

差 引 額 
 

 
 

Ａ－Ｂ＝Ｃ 

 

対象経費の

支出予定額 

 

Ｄ 

 

基 準 額 
 
 

Ｅ 

 

選定額 

（Ｃ、Ｄのいずれ

か少ない額） 
Ｆ 

 

補助基本額 

（Ｅ、Ｆのいずれか

少ない額） 

Ｇ 

 

補助金所要額 

（Ｇの1,000円未満

を切り捨てた額） 

Ｈ 

 

ひとり親家庭

等の子どもの

食事等支援事

業 

 
1,500,000円 

 
0円 

 
1,50,000円 

 
1,500,000円 

 
2,500,000円 

 
1,500,000円 

 
1,500,000円 

 
1,500,000円 

 

（記載上の注意） 

１．Ｄ欄「対象経費の支出予定額」には、様式６の「対象経費の支出予定額」の合計額と同額を記載してください。

２．Ｅ欄「基準額」には、2,500,000 円（若しくは、中間支援法人が定める上限額）を記載してください。 

３．寄付金その他の収入額の部分には、本事業に係るその他の収入がなければ０円です。 

４．1,000 円未満の端数は切り捨てて積算ください。

様式５（記載例） 



 

 
 
 

所要額内訳書 

 
 

 

 

 

 
 

対象経費の 

支出予定額 
積 算 内 訳 

円 

***,*** 

***,*** 

***,*** 

***,*** 

***,*** 

***,*** 

 

 

チラシ郵送費 90円×100か所＝9,000円 

会場借上代 100,000円×５日×1.1＝550,000円 

電気代 *,***円 水道代 *,***円 ガス代 *,***円 

食糧費 ***円×●食 

消耗品費 消毒液等 

賃金 時給***円×●時間×●人 

合計*,***,***  

円  

※ 計算誤りの無いよう、必ず検算を行って下さい。 
※ 食支援活動が主目的となる為、事業実施に必要となる主な費用の大半を備品購入や事務
費等に充てることはできません。申請額の５０％以上は食糧費として計上ください。 
※ 委託費及び備品購入費を計上する場合は、理由書を添付して下さい（様式任意）。 

団  体  名 

  

様式６（記載例） 



 

事業実施スケジュール表 

 
実施時期・期間 実施内容 

令和４年 

２月●日 

２月●日 

２月●日 

３月●日 

４月２２日 

 

 

 

 

 

 

打合せ 

開催案内周知 

子ども食堂開催（利用世帯＠＠、○○公民館） 

フードパントリー開催（利用世帯＠＠、○○駐車場） 

実績報告提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式７（記載例） 


